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証券コード6715
2019年６月10日

株 主 各 位
群馬県前橋市総社町一丁目3番2号

代表取締役社長 谷 本 佳 己
　

第78回定時株主総会招集ご通知

　

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますようご

通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否を表示いただ

き、2019年６月25日(火曜日)午後５時30分までに到着するよう、折り返しご送付下さいますよう

お願い申し上げます。

敬 具

記
　

１. 日 時 2019年６月26日（水曜日）午前10時

２. 場 所 東京都渋谷区道玄坂二丁目10番７号

新大宗ビル８階 ＦＯＲＵＭ８（フォーラムエイト)

コンファレンスルームＢ

(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照下さい。）
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３. 会議の目的事項

報告事項 1. 第78期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第78期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件

以上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に必ずご提出下さい。また、議事資

料として本冊子をご持参下さいますようお願い申し上げます。
◎ 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご

出席いただくことが可能です。その場合は、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承下
さい。

◎ 株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上
の当社ウェブサイト（http:// www.nyc.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令
および当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.nyc.co.jp/）
に掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。
従いまして、会計監査人および監査役が監査した連結計算書類および計算書類は、本招集ご通知添付書類
の各書類のほか、当社ウェブサイトに掲載している「連結注記表」および「個別注記表」となります。
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の剰余金の処分につきましては、業績に応じた配当の実現と市場競争力の

維持や収益の向上に不可欠な設備投資、研究開発等を実行するための内部資金の

確保を念頭に、財政状態、利益水準及び配当性向等を総合的に勘案し、連結配当

性向30％程度を目安に、安定的な配当を実施することを基本方針としております。

　当社の期末配当につきましては、この基本方針及び当期の業績と今後の事業展

開を考慮し、以下のとおりといたしたいと存じます。

　

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 65円

総額 286,930,280円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月27日
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　第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役６名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

１

谷
た に も と

本　佳
よ し じ

己

(1952年３月25日生)

1976年４月 日本電信電話公社入社

21,474株

1987年１月 日本電信電話株式会社企業通信システム事業
本部製造業第二システム事業部担当部長

1990年３月 同社企業通信システム事業本部開発部担当部
長（SI技術室システム企画グループ）

1999年１月 同社長距離国際会社移行本部ソリューション
事業部第二営業部担当部長（ネットワークエ
ンジニアリングチーム）

1999年７月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株
式会社ソリューション事業部企画部バリュー
ディベロップメント室長

2004年６月 エヌ・ティ・ティ・ファネット・システムズ
株式会社代表取締役社長

2009年６月 当社代表取締役社長（現任）
2010年６月 ナカヨ電子サービス株式会社取締役

【取締役候補者とした理由】
　谷本佳己氏は、2009年６月に当社代表取締役社長に就任し、経営全般と監督機能を担ってまいり
ました。今後も10年の経営経験を活かし、取締役としての職務を適切に遂行し、持続的な成長と企
業価値の向上に寄与できる人材と判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

２

加
か と う

藤　英
ひ で あ き

明

(1958年８月１日生)

1981年３月 当社入社

5,279株

2005年３月 当社総務部長
2009年７月 当社人事法務部長
2010年６月 当社執行役員管理統括本部長兼人事法務部長

2010年８月 中與香港有限公司董事（現任）
2014年６月 当社常務執行役員管理統括本部長兼人事法務

部長
2017年６月 当社取締役常務執行役員管理統括本部長（現

任）
〈重要な兼職の状況〉
中與香港有限公司董事

【取締役候補者とした理由】
　加藤英明氏は、2017年６月に当社取締役に就任し、総務・人事・法務・財務等の管理部門の担当
役員として実績を積み、当社における経営全般と、監督機能を担ってまいりました。今後も取締役
としての職務を適切に遂行し、持続的な成長と企業価値の向上に寄与できる人材と判断したためで
あります。

３

貫
ぬ く い と し あ き

井 俊 明

(1963年３月３日生)

1985年４月 当社入社

2,827株

2005年６月 ナカヨ電子サービス株式会社執行役員新市場
開拓部長

2011年１月 同社執行役員東京支店長
2016年７月 当社執行役員第一営業部長
2017年６月 当社常務執行役員営業統括本部長兼第一営業

部長兼西日本支社長
2017年６月 ナカヨ電子サービス株式会社取締役（現任）
2017年６月 NYCソリューションズ株式会社取締役（現任）
2018年６月 当社取締役常務執行役員営業統括本部長兼第

一営業部長兼西日本支社長
2018年７月 当社取締役常務執行役員営業統括本部長兼西

日本支社長（現任）
〈重要な兼職の状況〉
ナカヨ電子サービス株式会社取締役
NYCソリューションズ株式会社取締役

【取締役候補者とした理由】
　貫井俊明氏は、2018年６月に当社取締役に就任し、営業部門の担当役員として実績を積み、当社
における経営全般と、監督機能を担ってまいりました。今後も取締役としての職務を適切に遂行し、
持続的な成長と企業価値の向上に寄与できる人材と判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

４

※
原
はら

　 和
か ず ひ ろ

弘

(1962年11月18日生)

1981年４月 当社入社

1,394株

2012年５月 当社生産技術部長
2014年６月 当社執行役員生産技術部長

2016年４月 当社執行役員生産技術部長兼精機部長

2017年４月 当社執行役員生産技術部長兼精機部長兼もの
づくりサポートセンター長

2018年６月 当社常務執行役員業務本部長兼生産技術部長
兼精機部長兼ものづくりサポートセンター長

2018年10月 当社常務執行役員業務本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

　原和弘氏は、2014年６月に当社執行役員に就任し、生産部門の担当執行役員として実績を積んで
まいりました。今後も経験と専門性を活かし、取締役として経営に対して適切な監督を行い、持続
的な成長と企業価値の向上に寄与できる人材と判断したためであります。

５

北
きた

　 寿
と し ろ う

郎

(1952年1月1日生)

1976年４月 日本電信電話公社入社

0株

1997年４月 同社研究開発本部広報渉外部門長
1999年２月 同社コミュニケーション基礎科学研究所知能

情報研究部長
2001年２月 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株

式会社ソリューション事業部理事
2004年４月 同志社大学大学院ビジネス研究科教授（現任）
2013年４月 同ビジネス研究科研究科長
2014年６月 当社取締役（現任）
〈重要な兼職の状況〉
同志社大学大学院ビジネス研究科教授

【社外取締役候補者とした理由】
　北寿郎氏は、通信業界の出身である大学教授として、当社の主要ビジネスである情報通信分野に
精通し、専門的見地から当社の経営に対して的確な助言を期待するものであります。なお、同氏は
社外役員となること以外の方法で会社経営に関与した経験はありませんが、上記理由により社外取
締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

６

江
え ぐ ち

口　武
た け お

夫

(1944年７月17日生)

1967年４月 ソニー株式会社入社

0株

1985年４月 同社情報機器事業本部映像第２事業部長
1992年４月 同社情報機器事業本部企画部長
1995年６月 同社取締役
1996年４月 同社イメージ＆サウンドコミュニケーション

カンパニープレジデント
1997年６月 同社執行役員常務
2000年２月 同社e-プリントカンパニープレジデント
2006年９月 同社退職
2015年６月 当社取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】
　江口武夫氏は、大手電機メーカーの出身であり、なお且つネットワーク端末対応機器の製品開発
に従事し、幅広い経験と知識を有していることから、当社の経営事項の決定及び業務執行に適切な
助言をしていただけるものと判断したためであります。

(注) 1. ※は新任の候補者であります。
2. 取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
3. 北寿郎氏及び江口武夫氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は北寿郎氏及び江口武夫氏

を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された
場合は、引き続き独立役員として届け出る予定であります。

4. 北寿郎氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって
５年であります。

5. 江口武夫氏は現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもっ
て４年であります。

6. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき社外取締役候補者である北寿郎氏及び江口武夫氏との
間で、会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失
がないときに限り会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を損害賠償責任の限度額とする旨の
責任限定契約を締結しております。北寿郎氏及び江口武夫氏の再任が承認された場合は、当該責任
限定契約を継続する予定であります。
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　第３号議案　監査役２名選任の件

　監査役坂口隆彦氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、監査機能強化のための１名増員と合わせ、監査役２名の選任を

お願いしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
ならびに重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

１

※
政
ま さ だ

田　朴
な お ゆ き

之

(1957年３月17日生)

1979年４月 当社入社

2,000株

2001年６月 当社エンタープライズシステム部長
2002年７月 当社開発推進本部副本部長兼エンタープライ

ズシステム部長兼ブロードバンド＆ワイヤレ
スシステム部長

2004年２月 当社開発推進本部長（製品開発担当）

2005年４月 当社執行役員開発推進本部長（製品開発担当）

2011年２月 当社執行役員開発推進本部長（製品開発担当）
兼機構設計部長

2011年８月 当社執行役員開発推進本部長兼機構設計部長
2012年６月 当社常務執行役員開発推進本部長兼機構設計

部長兼北日本事業所長
2017年６月 当社開発推進本部顧問
2018年４月 当社営業統括本部顧問（現任）

【監査役候補者とした理由】

　政田朴之氏は、当社における豊富な業務経験により、当社及び子会社の取締役等との意思疎通を
図り、情報の収集及び監査環境の整備に努めることができる人材であります。また、執行役員を務
めたことにより、経営に関する知見を有していることから、当社経営の妥当性、適正性を確保する
監査役としての役割を果たしていただけるものと判断したためであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、
ならびに重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

２

※
加
か と う

藤　正
ま さ の り

憲

(1971年２月15日生)

1995年10月 太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責任監査
法人）入社

0株

2003年２月 株式会社KPMG FAS入社
2012年10月 加藤公認会計士事務所設立
2013年12月 株式会社アジアゲートホールディングス取締

役（現任）
2014年10月 エムケーアソシエイツ合同会社代表社員（現

任）
2017年６月 ベスカ株式会社監査役（現任）
2018年３月 ディエスヴィ・エアーシー株式会社監査役

（現任）
2018年10月 株式会社シフトライフ監査役（現任）
〈重要な兼職の状況〉
加藤公認会計士事務所代表

【社外監査役候補者とした理由】
加藤正憲氏は、公認会計士として、財務・会計等に関する高度な知見を有しております。また、

長年にわたり数社の取締役、監査役を務め、経営に携わってきた経験から、当社の監査においてそ
の職務を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。

（注）1. ※は新任の候補者であります。

　 2. 政田朴之氏及び加藤正憲氏と当社の間に特別の利害関係はありません。

3. 加藤正憲氏は社外監査役候補者であります。なお、同氏が監査役に就任した場合、東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同証券取引所に届け出を行う予定であります。

4. 当社は、監査役との間で会社法第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項に定める賠償責

任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り会社法第425条第1項に定

める最低責任限度額を損害賠償責任の限度額とする旨の責任限定契約を締結しております。政田朴

之氏及び加藤正憲氏が監査役に就任された場合、当社は両氏との間で同様の責任限定契約を締結す

る予定であります。

以 上
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(添付書類）
　

事 業 報 告
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

　

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、継続した雇用・所得環境の改善や、省

力化投資・リプレイス需要等による設備投資の増加といった、国内需要に支えら

れる形で緩やかな回復基調が続いております。一方で、世界的な保護主義や反グ

ローバリズムの台頭や、米中貿易摩擦問題も顕在化するなど、景気の先行きは依

然として不透明な状況で推移しております。

　当社グループの関連するICT市場全体の需要動向は、端末機器の買い替えサイク

ルの長期化や、第５世代移動通信システム（5G）の開始に向けたシステムの変革

期にあたることが要因となり、設備投資が抑制され、低調になっております。当

社の主力商品であるビジネスホン関連の設備投資の需要も、音声トラフィックの

減少による更新期間の長期化、クラウド化やIP化への移行などにより減少傾向に

ありますが、当期の出荷量は、横這いで推移しました。

　このような状況下で、当社グループは2018年４月からスタートした「第四次中

期経営計画」において「事業規模の拡大」と「経営体質の強化」に取り組んでお

ります。

　「事業規模の拡大」については、更なる成長発展を目指した新商品開発、新規

事業開拓に取り組みました。

　主力商品であるNYC-Siシリーズは、介護分野やビルセキュリティ分野等への適

用拡大を進めました。特に、ビル・セキュリティシステムとして、「ビルNYC（ナ

イス）」を開発し、2018年７月より提供を開始いたしました。本商品は、受付シス

テムとオフィス内受付端末、管理者の持つスマートフォンを組み合わせて、受付

の無人化や見回り時のスマートフォンへの呼出転送といった管理室業務の効率化

を実現いたしました。

　2017年５月から提供開始しております「集合住宅向けIPインターホンシステム」
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は、「インターホンにネットワーク通信技術という異なる分野の技術を融合させた

システムを実現し、サービス付き高齢者向け住宅や商業施設複合型住宅などの新

たなインターホン市場の活性化に貢献した」点をご評価頂き、インターホン工業

会主催の「インターホン・オブ・ザ・イヤー」でシステム部門 開発貢献賞を受賞

いたしました（2018年11月）。

　オフィスの分野への取組みとして、オフィスのIP化やクラウド化への移行に対

応可能な商品（VoiceCaster IP-36N-ST101C 2018年12月）や、ソフトフォンやス

マートフォンの利便性をさらに高める商品（Bluetoothハンドセット、USBハンド

セット 2018年8月）等を提供いたしました。また、トータルサービスへの取組み

として、当社の連結子会社であるナカヨ電子サービス株式会社がお客様のセキュ

リティ担当部署に成り代わって情報セキュリティ対策の運用管理を行う「セキュ

リティ安心みまもりサービス」をオフィスNYC（ナイス）サポートの新たなメニュ

ーとして提供いたしました（2018年11月）。

　お客様のスマート工場化を支援するシステムとして、IoTセンシング技術を活用

し、製造ラインの稼働状況、生産計画に対する進捗状況、設備の保全状況等の一

括管理ができる「ファクトリーNYC（ナイス）製造IoTシステム」を提供しており

ます。さらに、より多様なお客様のニーズに対応できるように、機能のエンハン

スや無線方式のラインナップを強化しております。

　「経営体質の強化」につきましては、業務効率の向上や生産性向上に継続的に

取り組んでおります。生産現場においては、IoTの活用と製造革新活動などにより

業務効率化を行いました。また、労務管理の見直しを行い、長時間労働を是正す

る取り組みを行い、ワークライフバランスの向上に取り組みました。

　これら「事業規模の拡大」と「経営体質の強化」に取り組む中で、ESG（環境・

社会・ガバナンス）やSDGs（持続可能な開発目標）といった社会的課題の解決に

も積極的に取り組みました。例えば、「環境」への取組みとして、再資源化を促進

する「撤去品引き取りサービス」の提供や、環境適合設計アセスメントを取り入

れた環境負荷の少ない商品づくり、工場でのビルエネルギー管理システムの導入

や照明のLED化による省エネ、業務のペーパーレス化や産業廃棄物の総排出量の削

減などを行っております。また「社会」への対応として、品質保証体制の強化に

よる顧客満足度の向上や、業務目標設定の導入により、従業員の自主性や意欲向

宝印刷株式会社 2019年05月28日 22時13分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 12 ―

上を促し多様な働き方に繋がるように取り組んでおります。「ガバナンス」につき

ましては、役員・管理職を含めた全社員へのリスク・コンプライアンス教育や労

務管理教育を実施し、社内規程遵守や過重労働防止の強化なども進めております。

これらの取り組みは、SDGsで掲げられている様々な目標の達成に向けた取り組み

に繋げております。

　当連結会計年度の業績につきましては、主力商品の落ち込みを新商品でカバー

できず、18,066百万円（前期比4.2％減）となりました。利益面は、売上減少によ

り、営業利益は738百万円（前期比14.4％減）、経常利益は837百万円（前期比10.3

％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は608百万円（前期比0.1％減）となりま

した。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度は、グループの製造拠点である当社工場設備への投資が大半を

占めており、設備投資等の総額は709百万円であります。内訳としては、主に製品

用ソフトウエア、金型、検査装置等への投資であります。

　

(3) 資金調達の状況

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関３行と総額1,000

百万円のコミットメントライン契約を締結しております。

　なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入実行残高はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループにおいては、売上高の恒常的な伸びを確保し、安定的に収益を上

げる企業体質への強化が不可欠であり、競争力強化を図るとともに、市場での優

位性と独自性を確保するため、以下の点を課題として取り組んでまいります。

営業面では、既存顧客及び既存事業の収益性維持・強化とともに、当社グルー

プのコア技術である音声系システム製品の他、自社開発である製造IoTシステムの

販売及びトータルなモノづくり事業であるODM/EMS事業の拡大を図り、新たな市

場、新たな顧客の開拓を積極的に展開してまいります。また、モノ売りからサー

ビスやシステム売りへの転換を図り、他社との協業も視野に入れた営業展開を図

ります。

　生産面では、生産性向上とトータルコストダウンにおいて確実に成果を出して

いる「製造革新活動」の継続推進と、自社開発による製造IoTシステムを駆使し

た、更なる生産性向上と製造品質の向上、そして製造設備の稼働率向上を図りま

す。また、自動化と省力化の推進を図る「スマートファクトリー構想」を継続的

に展開してまいります。

　開発面では、お客様ニーズにお応えするために、営業部門と連携してお客様目

線に立った、新たな製品開発を目指します。また、従来のビジネスホン・IP系製

品・無線モジュール等のシュアを拡大するために新機能を追加するとともに、各

種アプリケーションソフト及びIoT関連製品の開発にも注力し、工場やヘルスケア

市場を対象としたソリューションにも取り組んでまいります。さらに、新技術の

習得と人材育成、開発技術力の強化はもとより、開発の業務分析を実施し、開発

期間を短縮することで開発経費の削減に努めます。

　コンプライアンスの面では、全てのステークホルダーから信頼されるよう、内

部統制システムを充実させ、経営の健全性と業務執行の透明性を確保することで、

企業としての信頼性向上に取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご指導、ご支援を賜ります

ようお願い申し上げます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移
　

区 分
第75期

(2016年３月期)
第76期

(2017年３月期)
第77期

(2018年３月期)

第78期
(当連結会計年度)
(2019年３月期)

売 上 高 (百万円) 18,790 18,836 18,865 18,066

経 常 利 益 (百万円) 745 514 933 837

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 597 316 609 608

１株当たり当期純利益 (円) 27.13 14.39 138.48 137.95

総 資 産 (百万円) 21,616 21,813 23,262 23,406

純 資 産 (百万円) 16,353 16,686 17,813 18,280

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 742.44 758.47 4,042.51 4,141.03

（注）1．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数

によりそれぞれ算出しております。なお、期中平均発行済株式総数と期末発行済株式総数について

は、自己株式数を控除して用いております。

2．第77期の1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額につきましては、2017年10月1日付けで普通株

式5株を1株に併合しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定して算出しております。

3．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)に伴う、「会

社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」(法務省令第５号 平成30年３月26日)を当

連結会計年度から適用しており、前連結会計年度につきましては遡及処理後の数値を記載しており

ます。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　① 親会社との関係

　該当事項はありません。
　

　② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容

ナカヨ電子サービス株式会社 100百万円 100.0％ 通信機器の販売および工事・保守

NYCソリューションズ株式会社 30百万円
100.0％
(55.0％)

情報通信端末機器の販売および工
事・保守

　

(注) 議決権比率の（ ）内は、間接所有割合を内数で記載しております。

　

　③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容（2019年３月31日現在）

　当社グループは主として下記の製品の製造、販売を行っております。
　

製品区分 主 要 製 品

ワイヤードネットワーク機器
デジタルボタン電話装置(ビジネスホン)、IP電話機、ISDN対応ターミナルア
ダプタ、構内交換装置、通報装置、DSU・ONU関連機器等

ワイヤレスネットワーク機器 事業所用コードレス電話機、IoT/M2M関連等

サ ー ビ ス ＆ サ ポ ー ト 保守・工事、EMS事業、ソフト開発、プレス用金型、モールド用金型等
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(8) 主要な営業所及び工場（2019年３月31日現在）

　① 当社
　

本 社 群馬県前橋市

工 場 群馬県前橋市(前橋製造部)、群馬県前橋市(群馬製造部)

支 社 大阪府大阪市

事 業 所 東京都港区、秋田県能代市

研 究 所 東京都港区

　

　② 主要な子会社
　

ナカヨ電子サービス株式会社

本 社 東京都港区

支 店 関西(大阪)

営業所
札幌、東北(仙台)、北東北(能代)、北関東(高崎)、関東(さいた
ま)、横浜、静岡、中部(名古屋)、北陸(金沢)、中国(広島)、四
国(松山)、福岡、熊本

NYCソリューションズ株式会社

本 社 東京都港区

支 店 関西(大阪)

営業所
札幌、東北(仙台)、北東北(能代)、北関東(高崎)、関東(さいた
ま)、横浜、静岡、中部(名古屋)、北陸(金沢)、中国(広島)、四
国(松山)、福岡、熊本

　

(9) 主要な借入先の状況（2019年３月31日現在）

　該当事項はありません。

　

(10) 使用人の状況（2019年３月31日現在）
　① 企業集団の使用人の状況
　

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

729名 23名減
　

(注) 上記の他、臨時雇用者が期中平均で93名おります。
　
　② 当社の使用人の状況
　

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

576名 18名減 42.8歳 17.7年
　

(注) 上記の他、臨時雇用者が期中平均で88名おります。
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(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
特記すべき事項はありません。

2．株式に関する事項（2019年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 19,179,800株
(2) 発行済株式の総数 4,794,963株(自己株式380,596株を含む。)
(3) 株主総数 3,301名(前期末比11名減)
(4) 大株主
　

株 主 名 持 株 数 持株比率
千株 ％

株式会社ミライト 302 6.8

株式会社みずほ銀行 200 4.5

ナカヨ従業員持株会 161 3.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 145 3.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 144 3.3

群馬土地株式会社 102 2.3

株式会社ルネサスイーストン 86 2.0

学校法人東海大学 84 1.9

DFA INVESTMENT TRUST COMPANY-JAPANESE SMALL COMPANY SERIES 78 1.8

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 73 1.7
　

(注) 当社は、自己株式380,596株を所有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は自己株式を控除して算出しております。
　

3. 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2019年３月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 谷 本 佳 己

取 締 役 加 藤 英 明
常務執行役員管理統括本部長
中與香港有限公司董事

取 締 役 貫 井 俊 明
常務執行役員営業統括本部長兼西日本支社長
ナカヨ電子サービス株式会社取締役
ＮＹＣソリューションズ株式会社取締役

取 締 役 北 寿 郎 同志社大学大学院ビジネス研究科教授

取 締 役 江 口 武 夫

取 締 役 竹 内 公 敏
株式会社日立情報通信エンジニアリング
IPTソリューション事業部副事業部長

監 査 役 ( 常 勤 ) 坂 口 隆 彦

監 査 役 田 中 信 義

監 査 役 土 屋 和 雄
　

(注) 1. 取締役 北寿郎氏、江口武夫氏及び竹内公敏氏は、社外取締役であります。

2. 監査役 田中信義氏及び土屋和雄氏は、社外監査役であります。

3. 社外取締役 北寿郎氏及び江口武夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

証券取引所に届け出ております。

4. 社外監査役 田中信義氏及び土屋和雄氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同証券取引所に届け出ております。

5. 当事業年度中の取締役及び監査役の異動

(1) 2018年６月27日開催の第77回定時株主総会において、新たに貫井俊明氏及び竹内公敏氏が取締

役に、土屋和雄氏が監査役に選任され、それぞれ就任いたしました。

(2) 2018年６月27日開催の第77回定時株主総会終結の時をもって、黛佳和氏及び森隆氏は取締役を

退任し、藤本謹三氏は監査役を退任いたしました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社が取締役北寿郎氏、江口武夫氏、竹内公敏氏及び監査役の全員と締結した

責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

① 取締役の責任限定契約

　取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、そ

の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額を、損害賠償責任の限度額としております。

② 監査役の責任限定契約

　監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、そ

の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項

に定める最低責任限度額を、損害賠償責任の限度額としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支 給 人 員 報酬等の支給額

取 締 役
（うち社外取締役）

6名
（ 2名)

84百万円
（ 9百万円)

監 査 役
（うち社外監査役）

4名
（ 3名)

18百万円
（ 8百万円)

　

(注) 1. 期末現在の取締役は６名、監査役は３名であります。上記の支給人員には、2018年６月27日開催の

第77回定時株主総会終結の時をもって退任した２名を含んでおります。また、無報酬の社外取締役

１名が存在しております。

2. 取締役の報酬限度額は、2017年６月28日開催の第76回定時株主総会において年額180百万円以内（う

ち社外取締役10百万円以内、譲渡制限付株式40百万円以内）(ただし、使用人兼務取締役の使用人分

は含まないものとする。）と決議いただいております。

3. 監査役の報酬限度額は、2008年６月27日開催の第67回定時株主総会において年額30百万円以内と決

議いただいております。

4. 取締役の報酬等の額には、譲渡制限付株式の付与による報酬額として、９百万円が含まれておりま

す。
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(4) 社外役員に関する事項

　① 重要な兼職先と当社との関係

　取締役北寿郎氏は、同志社大学大学院ビジネス研究科教授を兼務しておりま

す。なお、当社と同志社大学との間に重要な取引はございません。

　取締役竹内公敏氏は、株式会社日立情報通信エンジニアリングＩＰＴソリュ

ーション事業部副事業部長を兼務しております。なお、当社は株式会社日立情

報通信エンジニアリングへ製品の販売を行っております。

　② 特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

　③ 当事業年度における主な活動内容
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 内 容

取 締 役 北 寿 郎

　
当事業年度に開催された取締役会13回中12回に出席し、長
年に亘る業界に関する経験や知見から、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

取 締 役 江 口 武 夫

　
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、経験
豊富な経営者の視点から、議案審議等に必要な発言を適宜
行っております。

取 締 役 竹 内 公 敏

　
2018年６月の就任後に開催された取締役会11回すべてに出
席し、長年に亘る業界に関する経験や知見から、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 田 中 信 義
当事業年度に開催された取締役会13回および監査役会14回
全てに出席し、経験豊富な経営者の視点から、議案審議等
に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 土 屋 和 雄
2018年６月の就任後に開催された取締役会11回中10回およ
び監査役会11回全てに出席し、経験豊富な経営者の視点か
ら議案審議等に必要な質問、助言を適宜行っております。

　

　④ 当社の子会社の役員を兼任している場合の子会社からの役員報酬等の総額

　該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

　明治アーク監査法人
(注) 1. 2018年６月27日開催の第77回定時株主総会において明治アーク監査法人が選任されたことに伴い、

当社の監査法人であった新日本有限責任監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）は退任いたしま

した。

2. 明治アーク監査法人は、2019年７月１日をもって有限責任監査法人に移行し、名称をアーク有限責

任監査法人に変更します。
　
(2) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額
　

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 28百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 28百万円
　

(注) 1. 当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出

根拠等などが適切かどうかについて検討をした結果、会計監査人の報酬等の額について同意してお

ります。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条

第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
　
(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、

取締役会は、当該内容の議案を株主総会に提出することとします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当する場

合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査役

会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及

びその理由を報告します。
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6. 会社の体制及び方針
当社は取締役会において、業務の適正を確保するための体制の整備に関する基

本方針(「内部統制システムの整備に関する基本方針」)について、以下のとおり

決議しております。

　

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

①「企業行動憲章」及び「従業員行動指針」並びに「リスク・コンプライアンス

規程」を定め、取締役及び使用人が法令、定款、社内規程、企業倫理を遵守す

るための体制を整え、教育活動等を行い、違反行為を未然に防止する。

②代表取締役社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を組織し、

コンプライアンスにかかる対策等を検討し、社内に浸透させ、コンプライアン

スの強化を図る。

③取締役は、法令遵守ツールにより自らの行動を点検し、定期的に監査役に報告

する。

④事業統制室は、内部監査の一環としてコンプライアンスの状況を定期的に監査、

評価し、社長及び監査役に報告する。

⑤法令や定款等に違反する不正行為を発見した使用人等は、「内部通報制度規程」

に基づく内部通報制度により、速やかに通報窓口に通報する。

⑥「財務報告に係る内部統制に関する基本的計画及び方針」を制定し、これに基

づき業務を運用し、金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を確保する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務の執行に関する各種の文書、帳票類等については、適用ある法令

及び「文書管理規程」に基づき適切に保存、管理する。

②保管する文書等は、取締役又は監査役から閲覧の要請があった場合には速やか

に提出することとする。

③「情報セキュリティ基本方針」を定め、関連諸規程を整備し、情報資産を適切

に管理し、信頼を確保する社会的な責務を認識し情報セキュリティの維持向上

を図る。
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(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①リスク管理体制の基礎として「リスク・コンプライアンス規程」に基づきリス

ク・コンプライアンス委員会を設置し、ナカヨグループ企業全体のリスクマネ

ジメント体制を整備する。

②認識された各リスクに対してリスク管理責任者を決定し、規程に従って適切な

リスクマネジメント体制を整備する。

　 また、リスク管理責任者は各々が担当するリスクについて、そのマネジメント

体制の監督と、定期的な見直しを行う。

③不測の事態が発生した場合、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、

必要に応じて顧問弁護士等外部の有識者からのアドバイスを受け迅速な対応を

行い、損失を最小限に止める体制をとる。

また、不測の事態に対する事業継続計画を立案する。

④事業統制室は、内部監査の一環としてリスクマネジメントの状況を定期的に監

査、評価し、社長及び監査役に報告する。

　

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

①執行役員制度の下で、経営と業務執行の分離、責任と権限の明確化を図り、取

締役会が経営戦略の策定や業務執行状況の監督等、本来の機能に専念できる体

制を整備する。

　 また、取締役の人数を適正規模とすることで的確かつ迅速な意思決定を行う。

②原則として毎月１回取締役会を開催し、重要事項の決定、業務執行状況の監督

等を行う。さらに必要に応じて臨時に取締役会を開催する。

③取締役会は中期経営計画、年度予算を策定し、全社的な目標を設定し明確化す

る。

④取締役と執行役員で構成される常務会を毎週定例で開催し、経営戦略の立案や

経営全般についての審議を通じ、執行役員業務と取締役業務の連携を図る。
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(5) 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

「企業行動憲章」及び「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営管理を適

切に行う体制を整備し、経営状況に関する報告を受けるものとする。

　

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を専従して補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役会は監査役会と協議し、専従して補助する使用人を置く。

　

(7) 前号の使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

当該使用人については、当社の取締役からの独立性を確保する。

(8) 監査役の前６号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当該使用人については、監査役の指揮命令の下に職務を行うものとする。

(9) 当社の取締役及び使用人が監査役に報告する体制

①当社の取締役及び使用人は、業務又は業績に影響を与える事項及び法令で定め

る事項等については、監査役に都度、速やかに報告するものとする。

②監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(10) 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査

役に報告するための体制

①子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、業

務又は業績に影響を与える事項及び法令で定める事項等については、監査役に

都度、速やかに報告するものとする。

②監査役は必要に応じて、子会社の取締役等に対して報告を求めることができる。
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(11) 前９号及び10号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保するための体制

当社及び子会社は、前９号及び10号により報告した者に対して、当該報告した

ことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

(12) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の請求を行ったときは、当該監査

役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、迅速に対応をする。

(13) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役は、業務の執行状況を把握するため、社内の主要な会議に出席できる。

②監査役は、主要な稟議書その他の業務執行に関する記録を閲覧し、必要に応じ

て取締役又は使用人にその説明を求めることができる。

③監査役は、事業統制室との意見、情報交換を通して連携を図り、実効的な監査

業務を行い、必要に応じて報告を事業統制室に求める。

④監査役は、会計監査人と定期的に会合の場を持ち、意見、情報交換を行い、必

要に応じて報告を求める。

⑤代表取締役は、監査役会と定期的に会合の場を持ち、監査上の重要課題等につ

いて意見交換を行う。

　

(14) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

①善良なる企業市民として各種法令や社会的規範及び会社規程を遵守し、道徳観

をもって社会的秩序維持に努めるとともに、反社会的な勢力及び団体に対して

は、社会的正義を強く認識して対応する。

②基本的な考え方を掲げた「企業行動憲章」及び「従業員行動指針」を社内掲示

するとともに携帯カードにして全グループ社員へ配布周知し、またホームペー

ジ上への開示を通じ社内外へ宣言するとともに、外部専門機関との連携を含む

社内体制を整備し、契約書、利用規約などの見直しを行い、併せて有事の場合

の対応方針を整備する。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

は、以下のとおりであります。

(1) コンプライアンスに関する事項

　当社及び子会社の役員及び使用人の行動の適正性を確保するために、企業理念、

企業行動憲章、従業員行動指針、行動規範の周知、意識付けの徹底をしておりま

す。

　リスク・コンプライアンス委員会において、コンプライアンス事案及び内部通

報事案の報告を行い、問題点の共有と対応策の検討を行っております。また、取

締役及び使用人に対して、コンプライアンス教育を実施しております。

取締役は、法令遵守ツールにより自らの行動を点検し、定期的に監査役へ報告

しております。

(2) リスク管理に関する事項

　当社及び子会社のリスク・コンプライアンス規程に基づき、リスク管理責任者

を定めております。リスク・コンプライアンス委員会では、各担当部門における

リスクを明確にするとともに、認識されたリスクに対し評価、分析を行い、対策

等を検討することで、リスクの低減及びその未然防止を図っております。

(3) 内部監査に関する事項

内部監査を担当する事業統制室は、子会社管理等のモニタリングを通じ、グル

ープ全体の法令、社内規程等の遵守体制並びにコンプライアンス及びリスク管理

に関する状況を監査、評価し、監査結果を社長及び監査役に報告しております。

(4) 取締役の職務執行に関する事項

取締役会は毎月1回開催するほか、必要に応じて随時開催し、重要事項の決定及

び業務執行状況の監督等を行っており、当事業年度は、13回開催しております。
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(5) 監査役の職務執行に関する事項

監査役には社内の主要な会議への出席及び必要に応じて取締役又は使用人に対

して説明等を求める機会を設けております。また、監査役と会計監査人、代表取

締役との会合の場を設定し、意見交換等を行うことで意思疎通を図り、監査役監

査の実効性を確保しております。
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率は表示

単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 14,906 流 動 負 債 4,014

現 金 及 び 預 金 5,802 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,309

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 6,275 電 子 記 録 債 務 1,616

商 品 及 び 製 品 887 未 払 金 341

仕 掛 品 441 未 払 法 人 税 等 96

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,351 製 品 保 証 引 当 金 172

そ の 他 157 賞 与 引 当 金 272

貸 倒 引 当 金 △9 そ の 他 205

固 定 資 産 8,500 固 定 負 債 1,112

有 形 固 定 資 産 2,807 繰 延 税 金 負 債 614

建 物 及 び 構 築 物 1,274 そ の 他 497

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 326 負 債 合 計 5,126

土 地 984 ( 純 資 産 の 部 )

そ の 他 221 株 主 資 本 16,811

無 形 固 定 資 産 738 資 本 金 4,909

ソ フ ト ウ ェ ア 738 資 本 剰 余 金 4,528

そ の 他 0 利 益 剰 余 金 7,776

投 資 そ の 他 の 資 産 4,953 自 己 株 式 △402

投 資 有 価 証 券 2,829 その他の包括利益累計額 1,468

退 職 給 付 に 係 る 資 産 1,483 その他有価証券評価差額金 1,299

そ の 他 647 退職給付に係る調整累計額 169

貸 倒 引 当 金 △7 純 資 産 合 計 18,280

資 産 合 計 23,406 負 債 純 資 産 合 計 23,406

宝印刷株式会社 2019年05月28日 22時13分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 29 ―

連 結 損 益 計 算 書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 18,066

売 上 原 価 14,174

売 上 総 利 益 3,892

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,153

営 業 利 益 738

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 74

保 険 配 当 金 6

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 7

そ の 他 29 118

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

支 払 手 数 料 2

固 定 資 産 廃 棄 損 3

投 資 事 業 組 合 運 用 損 4

為 替 差 損 7

そ の 他 1 19

経 常 利 益 837

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 837

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 211

法 人 税 等 調 整 額 16 228

当 期 純 利 益 608

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 608
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連結株主資本等変動計算書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,909 4,522 7,432 △410 16,452

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △264 △264

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

608 608

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 6 8 15

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - 6 344 8 358

当 期 末 残 高 4,909 4,528 7,776 △402 16,811

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,275 85 1,360 17,813

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △264

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

608

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 15

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

23 84 107 107

当 期 変 動 額 合 計 23 84 107 466

当 期 末 残 高 1,299 169 1,468 18,280
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 11,906 流 動 負 債 3,091

現 金 及 び 預 金 3,442 支 払 手 形 33

受 取 手 形 27 買 掛 金 596

売 掛 金 6,087 電 子 記 録 債 務 1,616

製 品 428 未 払 金 273

仕 掛 品 435 未 払 費 用 93

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,350 未 払 法 人 税 等 40

前 払 費 用 39 預 り 金 17

そ の 他 101 製 品 保 証 引 当 金 175

貸 倒 引 当 金 △6 賞 与 引 当 金 215

固 定 資 産 7,801 そ の 他 28

有 形 固 定 資 産 2,800 固 定 負 債 550

建 物 1,245 繰 延 税 金 負 債 550

構 築 物 27 負 債 合 計 3,641

機 械 及 び 装 置 325 ( 純 資 産 の 部 )

車 両 運 搬 具 0 株 主 資 本 14,813

工 具、 器 具 及 び 備 品 211 資 本 金 4,909

土 地 984 資 本 剰 余 金 4,523

建 設 仮 勘 定 3 資 本 準 備 金 1,020

無 形 固 定 資 産 731 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,503

ソ フ ト ウ ェ ア 612 利 益 剰 余 金 5,782

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 118 利 益 準 備 金 305

そ の 他 0 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,477

投 資 そ の 他 の 資 産 4,270 別 途 積 立 金 2,296

投 資 有 価 証 券 2,738 繰 越 利 益 剰 余 金 3,181

関 係 会 社 株 式 133 自 己 株 式 △402

長 期 前 払 費 用 20 評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,254

前 払 年 金 費 用 1,145 その他有価証券評価差額金 1,254
そ の 他 232 純 資 産 合 計 16,067

資 産 合 計 19,708 負 債 純 資 産 合 計 19,708
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損 益 計 算 書
（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 13,277

売 上 原 価 11,237

売 上 総 利 益 2,040

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,668

営 業 利 益 372

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 152

雑 収 入 44 196

営 業 外 費 用

支 払 手 数 料 2

為 替 差 損 7

固 定 資 産 廃 棄 損 3

投 資 事 業 組 合 運 用 損 4

雑 損 失 0 17

経 常 利 益 551

税 引 前 当 期 純 利 益 551

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 77

法 人 税 等 調 整 額 23 100

当 期 純 利 益 450
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株主資本等変動計算書
　

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

当 期 首 残 高 4,909 1,020 3,496 4,517 305 2,296 2,995 5,597 △410 14,612

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △264 △264 △264

当 期 純 利 益 450 450 450

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 6 6 8 15

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - 6 6 - - 185 185 8 200

当 期 末 残 高 4,909 1,020 3,503 4,523 305 2,296 3,181 5,782 △402 14,813
　
　

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 1,246 1,246 15,859

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △264

当 期 純 利 益 450

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 15

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

7 7 7

当 期 変 動 額 合 計 7 7 207

当 期 末 残 高 1,254 1,254 16,067
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

株式会社ナカヨ
　取 締 役 会 御 中

明治アーク監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二階堂 博 文 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二 口 嘉 保 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ナカヨの2018年４月１日から2019年３月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ナカヨ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

株式会社ナカヨ
　取 締 役 会 御 中

明治アーク監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二階堂 博 文 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 二 口 嘉 保 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ナカヨの2018年４月１日から2019
年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、株式会社ナカヨの2018年4月1日から2019年3月31日までの第78期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、監査役会における審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当事業年度の監査の方針、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。

(2) 監査役は、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報交換を図るとともに、取締役会その他重要会議に出席し子会社の事業の状況及び経営管理状

況を把握しました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運

用状況について定期的に報告を受け、必要に応じ説明を求め意見を表明しました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会

計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号

に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人明治アーク監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月27日

株式会社ナカヨ 監査役会

常勤監査役 坂 口 隆 彦 ㊞

監査役(社外監査役) 田 中 信 義 ㊞

監査役(社外監査役) 土 屋 和 雄 ㊞

　

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

会場 ：東京都渋谷区道玄坂二丁目10番７号

　 新大宗ビル８階 ＦＯＲＵＭ８(フォーラムエイト)

　 コンファレンスルームＢ

　 ＴＥＬ ０３－３７８０－０００８
　

　
交 通：ＪＲ山手線／ＪＲ埼京線／東京メトロ銀座線／東京メトロ半蔵門線／

東京メトロ副都心線／東急東横線／東急田園都市線／京王井の頭線

※ ＪＲ渋谷駅ハチ公口より徒歩約５分

　 東京メトロ２番出口より徒歩約３分

　 京王井の頭線西口より徒歩約３分

マークシティ４階ショッピングアベニュー道玄坂上方面口より

徒歩約１分
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